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1961.  3. 18 韓独間の技術援助に関する協定締結
1961.  4. 14
大韓石炭公社と西ドイツジーメンス社、ルール炭鉱での
韓国炭鉱労働者雇用に関する覚書交換
1961. 12. 13 韓・独間経済および技術援助に関する議定書交換






1964.  6. 10
西ドイツ側から３年間で総2000名の範囲内で炭鉱労働者
要請
1965.  1. 29
駐独大使館と西ドイツ炭鉱協会間で、第２次派独（2000
名）合意
1970.  2. 18 韓独各政府間　第２次炭鉱労働者派独のための協定妥結




1970.  5. 22
石炭鉱山での韓国炭鉱労働者の就業に対する韓独政府間
合意












































































































































































































































































クアウフ３巻12号（1995. 1）p.634 ～ 636












대한 사십년사 편찬 위원회『炭協40年史』(1988)
崔宗煥「韓国の石炭産業と石炭政策」国際動向（2001. 12）p.1 ～ 5
한국파독광부총연합회『파독광부 백서（派独炭鉱労働者白書）』（2009）
　（みうら　ようこ）
　
